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消費税の適格請求書等（インボイス）
保存方式導入中止・延期を求める陳情 

陳   情   の   要   旨 

【陳情理由】 

 新型コロナウイルスの第７波の広がりが地域経済に深刻な影響を与え、予断が許され

ない状況が続いています。感染者数も連日3,000人を超える状況の中、経済活動は人為的

な抑制を余儀なくされ急激かつ大幅な景気後退が懸念されます。四国中央市におかれま

しても様々な地域経済対策を打ち出し、立て直しを図っておられますことに敬意を表す

るとともに感謝申し上げます。 

 こうした状況で、政府は令和５（2023）年10月からの適格請求書等保存方式（以下、

消費税インボイス制度）の実施に向け、昨年10月よりインボイス発行事業者の登録を開

始しました。 

 この消費税インボイス制度とは、事業者の発行する請求書・領収書等に「登録番号」

を記載し、消費税を明確に管理することで、消費税の仕入税額控除を厳格化する制度で

す。「登録番号」を記載できるのは、消費税課税事業者に限られているため、免税事業者

は自ら課税事業者になる選択を強要される可能性があり、ほぼ全ての商取引に影響を及

ぼします。 

 消費税は、中小零細事業者ほど価格に転嫁できず、身銭を切って支払う税制であり、

政府も「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是

正等に関する特別措置法（令和３年３月31日まで）」で対策していましたが、実際の商取

引では弱い立場にある事業者は、価格に転嫁できない状況が続いています。こうした状

況の中で、消費税インボイス制度を導入することは、小売業をはじめ、建設業・農業・

サービス業など、個人事業主から法人中小零細事業者まで、地域経済へのダメージは計

り知れません。 

 日本商工会議所が令和２（2020）年６月に会員へ行った調査でも「消費税率引き上げ

後、３割の事業者が売上減少。さらに新型コロナウイルスの影響で８割超の事業者が売

上減少、今後の見通しについても約７割が減少する」と回答しており、同団体は「食料

品を扱う事業者のみならず、全ての事業者に対して、経理・納税方法の変更を強いると

ともに、500万者を超える免税事業者が取引から排除されるおそれがあるなど、影響は極

めて広範囲にわたる。慎重に検討すべき」と政府へ意見しています。加えて「全国青色

申告会総連合（青色申告会）」や「日本税理士会連合会」、「中小企業家同友会全国協議

会」も見直しを求めています。 

 以上の趣旨から、この状況の下で消費税インボイス制度を強行すれば地域経済は、ま

すます減退することとなります。四国中央市として地域経済を守る観点から、地方自治

法第99条の規定を活用し「消費税インボイス制度」の導入の中止または延期について意

見書を国に提出してください。 

【陳情事項】 

１、貴議会から政府に対し、消費税の適格請求書等（インボイス）保存方式の導入の中

止または延期すべきという意見書を提出してください。 

 結 果 
 令和４年９月27日 不採択 
 


